<翻訳>フランス会社法(6) by 加藤 徹 et al.
第３項 株主総会
(非常総会)
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会社住所が移転されたことを表示し, R. 2104 条第１号・第２号・第４号および
第９号所定の記載事項を再掲し, さらに加えて以下の事項を記載する：











374(1410) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(1967年３月23日デクレ第67236号第289条)
(第２回の総会招集手続)
R. 22570条 ① 総会が, 必要な定足数を欠くために正規に決議をすること
ができなかったときは, 第２回の総会が R. 22567条所定の手続をもって招集さ
れ, その招集の通知書は最初の総会の日付を再掲する｡




R. 22585条 (2006年12月11日デクレ第20061566号第35条) Ⅰ. その証券が,




















交付される参加証明書により, 場合により R. 22561条所定の要件のもとに電子





































R. 22586条 (2006年12月11日デクレ第20061566号第36条) ① その証券が,
規制市場上での取引も, 会社により保存されている記名証券の口座においても,
株主の名において証券の登録により中央受託所の取引も認められていない会社の

































R. 225101条 ① 最多数の議決権を有しかつ当該職務を受諾する総会の２人
の構成員が, この総会の開票者となる｡






① 取締役会または場合により業務執行役会は, とくに (2006
年12月11日デクレ第20061566号第39条)《L. 225100条・L. 2251002 条》所定
の報告書において, 最終経過会計年度中の会社および子会社がある場合にはその
子会社の活動, 当該活動の成果, 実行された進展または遭遇した困難および将来
の見通しについて, 明確かつ正確に説明する｡ 取締役会は, L. 225511 条所定
の業務全般の指揮の２つの実行方法のうちの１つについてなされた選択を明らか
にする｡ 変更の場合を除き, 当該記述は, 後の報告書に再度記載されない｡
② 最近の５会計年度または会計年度数が５未満のときは会社の設立もしくは当
該会社による他の会社の吸収以降に終了した各会計年度中の会社の成果を明らか


















法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 377(1413)











ために, L. 2251021 条第５項の規定の適用により, 会社により, および, L.
2331 条の意味で子会社がある場合には当該子会社により, または, L. 2333 条
の意味で当該会社が支配する会社がある場合には当該被支配会社により, 成し遂
げられた活動および示された方向性を説明する｡
② 当該報告書は, 終了した会計年度中, および, 必要な場合には前会計年度中
に指摘された資料を, 資料間の比較を可能にするように提示する｡









R. 2251051 条 (2012年４月24日デクレ第2012557号第１条) Ⅰ.－R. 225
105条第３項の規定の留保のもとで, R. 225104条の第１項所定の要件を満たす















































































































































Ⅳ.－① 会社が, 環境マネジメントおよび監査の ECの制度への自発的な組織
の参加に関する2009年11月25日ヨーロッパ議会および理事会の第12212009号規











② 議事録は, R. 22522条および R. 22549条所定の要件のもとに, 会社住所に
翻
訳





























② 会社の清算の場合には, 当該謄本・抄本は, １名の清算人により証明される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第151条)
(会社国籍の変更)
















382(1418) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
除く一切について決議を行う｡





























④ 特種株主総会は, L. 22596条３項所定の要件をもって決定する｡
翻
訳
[参照条文] R. 22570条・R. 22585条から R. 22587条および R. 225100条から






法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 383(1419)
(1966年７月24日法律第66537号第156条)
(年次総会)






















⑤ 《第３項所定の概要は, 必要な場合には, 年次計算書類において示された
金額への参照および当該金額に関する補足説明を含む｡
⑥ 《報告書は, さらに, 金融証券が企業の資産・負債・財政状況および損益
の評価に関連があるときは, 企業によるその利用に関する情報を含む｡ 当該情










[参照条文] R. 22570条・R. 22585条から R. 22587条および R. 225100条から
R. 225108条 (前述 L. 22596条の参照条文)




⑦ (2004年６月24日オルドナンス第2004604号第511 条)《L. 2251291 条




⑧ 《会計監査役は, L. 225235条 [8239 条ないし82311条] により会計監
査役に付与された職務の実行を会計監査役報告書に記載する｡》
⑨ 通常総会は, 経過会計年度の年次計算書類 (2001年５月15日法律第2001
420号)《および連結計算書類がある場合には当該書類》に関する一切の問題を
審議しかつ決定する｡



















法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 385(1421)
(22) emprunrs obligataires
(適用除外)















L. 2251002 条 ① (2004年12月20日オルドナンス第20041382号第４条)



















[参照条文] R. 22583条および R. 225100条ないし R. 225108条 (前述 L. 225
96条の参照条文)
386(1422) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
額への参照および当該金額に関する補足説明を含む｡
④ 当該報告書は, さらに, 金融証書が企業の資産・負債・財政状況および損
失または利益の評価に関連があるときは, 企業によるその利用に関する情報を












２号 議決権の行使および株式の移転に対する定款上の制限または L. 233
11条を適用して会社に知らされた契約の条項；

















法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 387(1423)
(23) offre publique
(24) 	














る｡ 当該検査役は, L. 225224条に定められた兼任禁止に服する
(26)
｡
② 検査役の報告書は, 株主の措置に委ねられる｡ 通常総会が, 財産の評価に
ついて決定し, これに反する取得は無効とする｡ 売主は, 自らとして代理人と
しても議決権を有しない｡














R. 22583条 会社は, 以下の内容の情報を, 一または複数の文書において, R.





388(1424) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(26) L. 225224条は, 2003年８月１日法律第2003706号により削除｡ L. 82211条を参照｡
(取締役会・業務執行役員会の報告書)
L. 225102条 ① 取締役会または場合により業務執行役員会により総会に
提出される報告書は, 毎年, 会計年度の最終日における会社資本への従業員の
参加状況について説明し, かつ, 会社の使用人により, および労働法典 L.






















を明らかにさせるために, そのひな形が本編の添付文書 22 である一覧表；
c) L. 22540条第３項と L. 22588条第３項および L. 2323 条・L. 2341 条お
よび R. 8237 条所定の会計監査役の報告書；
d) 必要があるときは業務監査役会の意見書；
(2008年９月１日から, 2008年３月13日デクレ第208258号により削除)《e)
R. 2329 条ないし R. 23214条所定の会社は, 会計年度の終了時にポートフォリ
オに保有されている有価証券の目録を株主にも発送する；》
７号 L. 225101条所定の通常総会に関するときは, 当該条文所定の検査役の
報告書；
８号 非常総会または L. 22599条所定の特種株主総会に関するときは, 必要
があるときは総会に提出される会計監査役の報告書｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第135条)
[参照条文] R. 225103条 (前述 L. 22596条の参照条文)







により, 保有されている株式が表章する資本の割合を明らかにする｡ L. 225
194条および L. 225197条 [削除], 民営化の方法に関する1986年８月６日法律































390(1426) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(27) organismes de placement collectif
(28) fonds communs de 
(29) fonds communs de placement d’entreprise
(30) donnat 	au capital






































法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 391(1427)
用される｡ 会社が連結計算書類を作成するときは, 提示された情報は, 連結
され, かつ会社自身および L. 2331 条の意味でのすべての子会社または会社











































392(1428) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)





































[参照条文] R. 225104条 (前述 L. 22596条の参照条文)
(32) 2015年６月１日施行｡
(33) 旧規定は, L. 5158 条であった｡
























L. 225104条 ① 株主総会の招集は, コンセイユ・デタの議を経たデクレ
により定められた期間内および手続のもとに行われる｡









































R. 22567条 ① 招集の通知書は, 会社住所のある県下で法定公告受理資格




② 会社の全株式が記名式であるときは, 前項所定の掲載は, 各株主に対し会社
の費用で発送される普通郵便または書留郵便をもってなされる招集により代えら





R. 22568条 ① R. 22567条第１項所定の招集通知書の掲載期日より１箇月
翻
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集される｡ 当該株主は, 書留費用の額を会社に送付することを要件として, 書留
























R. 22570条 ① 総会が必要な定足数を欠くために正規に決議をすることが
できなかったときは, 第２回の総会が R. 22567条所定の手続のもとに招集され,
かつ招集通知書は最初の総会の日付を再掲する｡




L. 225105条 ① 総会の議事日程は, 招集の発議者により決定される｡







































































R. 22572条 ① (2006年12月11日デクレ第20061566号第28条)《総会の議
事日程への決議案の (2010年12月23日デクレ第20101619号)《論点または》案文
の記載を求める権利を行使することを望む (2009年５月19日デクレ第2009557号














R. 22573条 (2010年６月23日デクレ第2010684号) Ⅰ.－① 会社の株式が
規制市場上での取引を認められている場合またはすべてが記名式ではない場合に
は, R. 22566条所定の招集は, 総会の開催の35日以上前に義務的法定公告官報
に公示された通知書によって行われる｡ 当該期間は, 総会が L. 23332条の適用
により招集される場合には, 15日に短縮される｡



















３号 会社が委任状もしくは郵便による投票用紙または R. 22576条第３項所
定の統一書類をすべての株主に送付する場合を除き, これらが入手されかつ返送
されることができる場所および要件とくに期間；
４号 R. 225731 条所定の情報が載せられる R. 21020条所定のインターネッ
















































２号 種類株式が存在する場合には, 各種類株式について R. 22573条所定の
通知書の公示日に現存する株式数および議決権数を明確にして, 現存の議決権の
総数およびその日に会社資本を構成する株式数；













《④ 議事日程に記載された各論点について, 会社は, 取締役会または場合によ
り業務執行役会の解説を公示することもできる｡》
⑤ 総会が L. 23332条の規定を適用して招集されたときは, 本条第１項所定の
期間は最短総会の15日前まで短縮される｡
(決議の論点・議案の受領通知)
R. 22574条 (2012年12月23日デクレ第20101619号) ① 取締役会長または
業務執行役員会長は, 決議の論点または議案の議事日程への記載請求の受領の日















400(1436) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(株主の議決権代理行使)




























⑤ 受任者の表示すべての委任状について, 総会の議長は, 取締役会または場
翻
訳
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 401(1437)











































402(1438) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
で行動するその者が, 次のことを行うという事実を対象とする：
１号 総会が開催されるために招集される会社を, L. 2333 条の意味で監督
する；
２号 当該会社の業務執行・管理もしくは監査機関の構成員または L. 2333
条の意味で会社を監督する者になる；
３号 会社または L. 2333 条の意味で会社を監督する者により雇用される；


























法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 403(1439)
(45) 本稿における第５項に相当する｡
404(1440) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)





② 前項の者は, 同様に, 総会に提出された決議案についての自己の投票の意































４号 L. 22538条および L. 22540条から L. 22542条ならびに L. 22586条およ
び L. 22588条ないし L. 22590条所定の契約；
５号 資本証券の発行および償還の計画；
６号 会計監査役の選任｡






L. 2251063 条 (2010年12月９日オルドナンス第20101511号第４条) ①
会社がその住所を有する管轄内の商事裁判所は, L. 2251061 条第３項ないし





② 裁判所は, L. 2251062 条の規定の不遵守の場合に, 会社の請求に基づき,
受任者に対して同様の制裁を言い渡すことができる｡
(郵便による投票)
L. 225107条 (2001年５月15日法律第2001420号)《Ⅰ.》－① 株主はす
べて, 記載事項がコンセイユ・デタの議を経たデクレにより定められた用紙に


































③ 当該用紙は, 場合により, 委任状の用紙と同一の文書上に表示することがで
きる；この場合において, R. 22578条が適用されうる｡







２号 R. 22583条に記載されかつ R. 22588条第３項の規定の適用を請求する
ことができることを株主に情報提供する書類および情報の送付の請求；






































R. 22578条 会社が R. 22576条第３項所定の統一書類を利用するときは, 当




２号 規定が当該書類について準用される L. 225106条所定の要件のもとに選
任された受任者に, 署名者の名において投票するための委任状が与えられること
ができること；
３号 新たな決議が総会に提出されたときは, 署名者は, 棄権する意思を当該




R. 22581条 ① 会社により, または会社が送付のために任命した受任者に






法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 407(1443)
より業務執行役会により提出された決議案の原文, ならびに株主により提出され
た決議案の原文および必要に応じ R. 22571条ないし R. 22574条所定の要件のも
とに当該株主の請求により議事日程に付加された論点；》
３号 経過会計年度中における会社の状況に関する簡略な説明；


















R. 22582条 R. 22561条所定の要件のもとに電子的方法により送付される委
任状用紙および遠隔地投票の用紙は, 委任状用紙および郵便による投票用紙に関
する R. 22576条ないし R. 22581条および R. 22595条所定の規定を遵守する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第134条)
(特種株主総会後の通常総会の議決)


















































法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 409(1445)
[参照条文] R. 22581条 (前述 L. 225107条の参照条文)・R. 22583条 (前述 L.
22596条の参照条文)
(書面による質問)












R. 22588条 ① 総会の招集以降その開催日を含めその５日前までに, 記名
証券の名義人であるすべての株主は, R. 22581条および R. 22583条所定の書類
および情報を, 指定した宛名に対し自己に送付することを会社に請求することが
できる｡ 会社は, 開催前に会社の費用をもって当該送付をなす義務を負う｡ 当該
送付は, 株主により指定されたアドレスに対して, R. 22563条所定の要件のも
とに利用される電気通信の電子的方法により行われることができる｡
② 同一の権利は, (2009年３月16日デクレ第2009295号第 46
｡
条)《通貨およ








R. 22589条 ① 年次通常総会の招集以降少なくとも開催期日前15日間, す
べての株主は, L. 225115条および R. 22583条列挙の文書および情報を, 会社















410(1446) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
一の場所において調査する権利をも有する｡


































法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 411(1447)
(役員の持株)
R. 225110条 L. 225109条所定の者は, その者が当該条文所定の義務に服す
る証券に対する資格を取得する日から起算して１ヶ月以内に, その者が所有者で
ありまたは親権が解除されていない未成年の子供に属する L. 225109条により適




R. 225111条 L. 225109条所定の者は, その者が当該条文により適用される








L. 225110条 ① 株式に付着する議決権は, 通常総会においては用益権者
に, 非常総会においては虚有権者に帰属する｡
② 株式共有者は, 総会において, 共有者の１人または単独受任者により代理
される｡ 意見不一致の場合には, 受任者は最も迅速な共有者の請求に基づき,
裁判上選任される｡
















[参照条文] R. 22585条・R. 22586条 (前述 L. 22596条の参照条文)
412(1448) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)





L. 225112条 (2001年５月15日法律2001420号により削除) ① 定款は,
10を超えることはできない最少株式数を, 通常総会に参加する権利を認めるた
めに要求することができる｡




















R. 22595条 ① 株主総会出席簿は, 次の事項を含む：
１号 出席または L. 225107条Ⅱの意味で出席とみなされる各株主の氏名・通
称および住所, その者が名義人である株式数, ならびに当該株式に帰属する議決
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 413(1449)
(株主の報知請求権)































































[参照条文] L. 225121条・L. 2381 条・R. 22583条 (前述 L. 22596条の参照条
文)・R. 22588条・R. 22589条・R. 22591条 (前述 L. 225108条の参照条文)
(株主名簿)
R. 22590条 ① L. 225116条の規定の適用により, 株主は, 総会の開催前15
日の期間内に, R. 22589条所定の場所において株主名簿を調査しまたは謄写す
る権利を有する｡




[参照条文] L. 225121条・L. 2381 条・R. 22591条・R. 22594条 (前述 L. 225
108条の参照条文)
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 415(1451)
(株式の共有権者・虚有権者・用益権者の報知請求権)
































③ 会社は, 当該交付のために, 0.3ユーロを超える額の支払を請求することは
できない｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第153条)
[参照条文] L. 2381 条・R. 22594条 (前述 L. 225108条の参照条文)
[参照条文] L. 2381 条・R. 22583条 (前述 L. 22596条の参照条文)・R. 22588
条・R. 22589条・R. 22591条 (前述 L. 225108条の参照条文)・R. 22590条 (前
述 L. 225116条の参照条文)・R. 22592条・R. 22594条 (前述 L. 225114条の参
照条文)
416(1452) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
で保有する株主は, 会社内部で自己の利益を表示することを目的とした株主団
体を結集することができる｡ L. 225103条・L. 225105条・L. 8236 条・L. 225
231条・L. 225232条・L. 8237 条および L. 225252条において当該株主に認め











L. 225121条 ① L. 22596条・L. 22597条・L. 22598条・L. 22599条第









L. 225122条 Ⅰ.－L. 22510条・L. 225123条・L. 225124条・L. 225125
条および L. 225126条の規定の留保のもとに, 資本株または享益株に帰属した

















には, 二重議決権は, 当該権利を享受する旧株式に比例して, 株主に無償で公
布される記名株式に, その発行時から与えられることができる｡























































































420(1456) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
